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令
和
2
年
の
T
K
C
全
国
会
政
策
発
表
会
・
㈱

T
K
C
新
社
長
就
任
祝
賀
会
を
兼
ね
た
新
春
賀
詞
交

歓
会
が
盛
大
に
開
催
さ
れ
、
政
界
・
官
界
・
学
界
・

経
済
界
や
提
携
・
協
定
企
業
か
ら
の
多
数
の
来
賓
を

含
む
総
勢
6
5
0
名
が
参
加
し
た
。

　

政
策
発
表
会
で
は
坂
本
孝
司
全
国
会
会
長
が
「
税

理
士
の
未
来
─
─
第
3
ス
テ
ー
ジ
2
年
目
の
運
動
方

針
」
を
テ
ー
マ
に
講
演
し
、
第
3
ス
テ
ー
ジ
運
動
方

針
で
あ
る
①
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
②
T
K
C
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス
③
T
K
C
方
式
の
自
計

化
─
─
の
推
進
（
社
会
に
対
す
る
運
動
）
に
お
け
る

「
T
K
C
会
員
事
務
所
の
経
営
基
盤
の
強
化
」（
内
部

の
強
化
）
の
必
要
性
を
指
摘
。
と
り
わ
け
『
T
K
C

会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
の
実
践
が
そ
の
カ
ギ
と
な

金
融
機
関
と
実
質
的
な
連
携
を
深
め

事
務
所
の
経
営
基
盤
を
強
化
し
よ
う 

「
社
会
の
納
得
」を
得
る
た
め
に
第
３
ス
テ
ー
ジ
２
年
目
の

運
動
方
針
に
オ
ー
ル
Ｔ
Ｋ
Ｃ
で
取
り
組
も
う
！ 

会報『TKC』2020年3月号より

2

Ｔ
Ｋ
Ｃ
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国
会
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発
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Ｔ
Ｋ
Ｃ
新
社
長
就
任
祝
賀
会

■
と
き
：
令
和
2
年
1
月
17
日
㈮　

■
と
こ
ろ
：
リ
ー
ガ
ロ
イ
ヤ
ル
ホ
テ
ル
東
京

令和2年  



TKC全国会政策発表会

る
と
語
り
、「
金
融
機
関
と
の
実
質
的
な
連
携
を
深

め
、
税
理
士
の
4
大
業
務
（
税
務
・
会
計
・
保
証
・
経

営
助
言
）
を
徹
底
実
践
す
る
た
め
に
も
、
今
一
度
職

業
会
計
人
の
あ
る
べ
き
姿
を
追
求
し
、
自
律
強
化
の

道
を
歩
む
こ
と
が
必
要
」
と
強
調
し
た
。

　

坂
本
会
長
の
講
演
を
受
け
、
正
副
会
長
会
を
代
表

し
て
加
藤
恵
一
郎
副
会
長
が
金
融
機
関
と
の
さ
ら
な

る
連
携
強
化
に
向
け
た
活
動
を
紹
介
し
、
T
K
C
会

員
事
務
所
の
業
務
へ
の
理
解
を
促
す
た
め
に
制
作
し

た
ビ
デ
オ
「
T
K
C
シ
ス
テ
ム
で
決
算
書
・
申
告
書

が
で
き
る
ま
で
─
─
一
気
通
貫
の
仕
組
み
が
信
頼
性

を
高
め
る
！
」
を
上
映
し
た
。

　

当
日
は
政
策
発
表
会
に
先
立
ち
第
1
3
6
回
全
国
会

理
事
会
が
行
わ
れ
、
正
副
会
長
会
を
代
表
し
て
原
田

伸
宏
副
会
長
が
、
巡
回
監
査
士
の
増
大
、
認
定
支
援

機
関
と
し
て
の
経
営
助
言
業
務
の
強
化
な
ど
会
員
事

務
所
の
経
営
基
盤
強
化
の
た
め
の
具
体
的
な
取
り
組

み
や
活
動
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
発
表
。
ま
た
飯
塚
真
規

T
K
C
社
長
が
F
X
シ
リ
ー
ズ
の
ク
ラ
ウ
ド
化
の
目

的
な
ど
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

　

新
春
賀
詞
交
歓
会
で
は
冒
頭
、
昨
年
12
月
に
社
長

に
就
任
し
た
飯
塚
真
規
T
K
C
社
長
が
坂
本
会
長
に

招
か
れ
て
登
壇
し
、
経
営
理
念
に
基
づ
く
会
計
事
務

所
の
職
域
防
衛
と
運
命
打
開
に
資
す
る
た
め
の
支
援

に
向
け
て
邁
進
す
る
と
決
意
を
表
明
。
大
き
な
拍
手

が
お
く
ら
れ
た
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

■
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photo. 小板直樹

新たに社長に就任した飯塚真規ＴＫＣ社長（左）が会員事務所の支援に向けて決意を表明

新春賀詞交歓会には政界はじめ各界から多数の来賓が列席



第
3
ス
テ
ー
ジ
は「
T
K
C
会
計
人
の
業
務
を
社
会
に
正
し
く
伝
え
る
」運
動

本
年
は
、
2
0
1
9
年
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
T
K
C
全
国
会
創
設
50
周

年
に
向
け
た
「
第
3
ス
テ
ー
ジ
」
の
2
年
目
に
当
た
り
ま
す
。
ま
ず
は
第

3
ス
テ
ー
ジ
の
運
動
方
針
を
も
う
一
度
確
認
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
（
次
頁

ス
ラ
イ
ド
1
）。
第
3
ス
テ
ー
ジ
の
3
年
間
で
目
指
す
の
は
、「
T
K
C
ブ
ラ

ン
ド
で
社
会
を
変
え
る
」
こ
と
。
こ
れ
は
、
会
計
帳
簿
を
ベ
ー
ス
と
し
た

「
税
理
士
の
4
大
業
務
（
税
務
・
会
計
・
保
証
・
経
営
助
言
）」
お
よ
び
T
K
C

会
計
人
が
実
践
し
て
い
る
業
務
が
、
社
会
に
正
し
く
理
解
さ
れ
る
こ
と

─
─
を
意
味
し
て
い
ま
す
。「
社
会
」
と
は
、
政
界
、
官
界
、
経
済
界
（
金

融
機
関
等
）、
学
界
、
そ
し
て
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
。
こ
れ
ら
の
「
社
会
」
に
、

税
理
士
業
務
を
正
し
く
認
知
い
た
だ
く
た
め
の
運
動
を
展
開
し
て
い
ま
す
。

そ
の
具
体
策
こ
そ
が
、「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
の
推
進
」「
T
K
C

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス
（
M
I
S
）
の
推
進
」「
T
K
C
方
式
の
自

計
化
の
推
進
」
─
─
の
三
つ
な
の
で
す
。
皆
さ
ん
、
2
0
1
9
年
は
い
か

が
で
し
た
か
。
皆
さ
ん
の
事
務
所
で
、
書
面
添
付
、
M
I
S
、
自
計
化
は

純
増
し
た
で
し
ょ
う
か
。
皆
さ
ん
の
事
務
所
の
実
績
の
集
合
体
が
全
国
会

全
体
の
実
績
と
な
り
ま
す
。
我
々
は
実
務
家
で
す
か
ら
、
ご
自
身
の
着
実

な
事
務
所
経
営
を
組
織
運
動
に
展
開
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。
ま
ず

は
そ
こ
を
し
っ
か
り
と
自
覚
し
て
く
だ
さ
い
。

幸
い
に
も
、
㈱
T
K
C
が
我
々
の
運
動
方
針
の
推
進
を
全
面
的
に
サ
ポ
ー

ト
し
て
く
れ
て
い
ま
す
。
T
K
C
は
、
会
社
定
款
第
2
条
第
1
項
に
定
め

る
事
業
目
的
「
会
計
事
務
所
の
職
域
防
衛
と
運
命
打
開
の
た
め
受
託
す
る

計
算
セ
ン
タ
ー
の
経
営
」
に
向
け
て
、
全
国
会
目
標
を
各
セ
ン
タ
ー
の
現

場
ま
で
落
と
し
込
ん
で
し
っ
か
り
共
有
し
て
く
れ
て
い
ま
す
。
T
K
C
グ

ル
ー
プ
一
体
と
な
っ
た
推
進
を
今
年
も
実
現
し
ま
し
ょ
う
。

会長講演
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税 理 士 の 未 来
第3ステージ2年目の運動方針

◎ＴＫＣ全国会会長　坂本孝司

1966年当時のAICPA『行動基準書』を手にする坂本会長



TKC全国会政策発表会

認
定
支
援
機
関
制
度
は「
職
業
会
計
人
の
職
域
防
衛
と
運
命
打
開
」そ
の
も
の

運
動
方
針
の
推
進
に
は
、
事
務
所
経
営
基
盤
の
強
化
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。

そ
こ
で
経
営
基
盤
強
化
策
と
し
て
、
①『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』

の
理
解
と
実
践
、
②
巡
回
監
査
士
・
巡
回
監
査
士
補
の
増
大
、
③
認
定
支

援
機
関
と
し
て
の
経
営
助
言
業
務
の
強
化
─
─
の
三
つ
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

②
巡
回
監
査
士
・
巡
回
監
査
士
補
の
増
大
に
関
し
て
い
え
ば
、
現
在
、

両
資
格
者
は
約
1
万
2
0
0
0
名
。
T
K
C
会
員
数
は
約
1
万
1
3
0
0

名
で
す
か
ら
、
そ
れ
に
匹
敵
す
る
数
字
で
す
。
事
務
所
全
体
の
レ
ベ
ル
ア

ッ
プ
の
た
め
に
も
、
今
後
の
さ
ら
な
る
増
大
に
期
待
し
て
い
ま
す
。

③
認
定
支
援
機
関
と
し
て
の
経
営
助
言
業
務
の
強
化
に
つ
い
て
は
近
年
、

特
例
事
業
承
継
税
制
を
は
じ
め
各
種
補
助
金
申
請
に
認
定
支
援
機
関
を
活

用
す
る
流
れ
が
強
ま
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
ま
さ
に
税
理
士
の
職
域
が
拡

大
し
て
い
る
証
し
で
す
。
税
理
士
を
「
税
の
専
門
家
」
と
だ
け
自
己
規
定

し
て
い
た
な
ら
ば
、
こ
の
追
い
風
は
吹
か
な
か
っ
た
こ
と
で
し
ょ
う
。

こ
れ
に
は
10
年
ほ
ど
前
、
T
K
C
全
国
政
経
研
究
会
が
「
会
計
」
を
ベ

ー
ス
に
、
地
域
金
融
機
関
と
税
理
士
が
連
携
し
て
中
小
企
業
を
支
援
す
る

ス
キ
ー
ム
を
提
言
し
た
こ
と
が
大
き
く
関
係
し
て
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、

2
0
1
0
年
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
中
小
企
業
憲
章
」
の
本
文
に
「
中
小

企
業
の
実
態
に
即
し
た
会
計
制
度
を
整
え
」
と
い
う
文
言
が
加
わ
り
ま
し

た
。
そ
し
て
、
2
0
1
2
年
に
中
小
会
計
要
領
が
公
表
さ
れ
、
中
小
企
業

経
営
力
強
化
支
援
法
（
現
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
）
が
成
立
・
施
行
さ
れ

て
認
定
支
援
機
関
制
度
が
誕
生
し
た
─
─
と
い
う
背
景
が
あ
り
ま
す
。

飯
塚
毅
T
K
C
全
国
会
初
代
会
長
は
「
法
に
社
会
形
成
力
あ
り
」
と
強

調
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
認
定
支
援
機
関
制
度
は
我
々
税
理
士
の
経
営
助
言

業
務
に
明
確
な
法
的
根
拠
を
与
え
た
も
の
で
あ
り
、
ま
さ
に
「
職
業
会
計

■スライド1
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人
の
職
域
防
衛
と
運
命
打
開
」
そ
の
も
の
。
認
定
支
援
機
関
と
し
て
経
営

助
言
業
務
に
し
っ
か
り
取
り
組
み
、
同
制
度
を
守
っ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

『
行
動
基
準
書
』は「
理
想
型（Idealtypus

）」に
近
づ
く
実
践
手
段

さ
て
、
今
申
し
上
げ
た
事
務
所
の
経
営
基
盤
強
化
策
の
中
で
も
、
私
は

と
り
わ
け
①
『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
の
理
解
と
実
践
─
─
に

重
き
を
置
い
て
い
ま
す
。
そ
れ
は
、
社
会
か
ら
の
認
知
度
が
高
ま
れ
ば
、

必
ず
会
計
人
自
身
の
あ
り
方
が
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
か
ら
で
す
。

2
0
0
1
年
・
2
0
0
2
年
に
ア
メ
リ
カ
で
起
き
た
エ
ン
ロ
ン
・
ワ
ー
ル

ド
コ
ム
の
大
粉
飾
事
件
を
機
に
、
わ
が
国
の
公
認
会
計
士
法
も
改
正
さ
れ
、

形
式
的
独
立
性
が
重
視
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
監
査

法
人
に
よ
る
非
監
査
業
務
の
同
時
提
供
が
禁
止
さ
れ
て
し
ま
い
ま
し
た
ね
。

し
か
し
、
税
理
士
法
第
1
条
に
い
う
「
独
立
し
た
公
正
な
立
場
」
で
、

精
神
的
独
立
性
を
堅
持
し
て
い
る
我
々
税
理
士
は
、
4
大
業
務
の
同
時
提

供
が
可
能
で
す
。
た
だ
し
、
税
理
士
が
自
ら
を
律
せ
ず
緩
慢
な
態
度
を
社

会
に
示
し
た
な
ら
ば
、
か
つ
て
の
ア
メ
リ
カ
と
同
様
、
必
ず
や
大
き
な
反

動
が
あ
る
で
し
ょ
う
。
せ
っ
か
く
広
が
っ
た
職
域
を
自
ら
狭
め
、
関
与
先

中
小
企
業
に
大
き
な
不
利
益
を
与
え
る
こ
と
に
も
な
り
か
ね
ま
せ
ん
。

「
税
理
士
の
4
大
業
務
」
を
徹
底
実
践
す
る
た
め
に
も
、
今
一
度
職
業
会
計

人
の
あ
る
べ
き
姿
を
追
求
し
、
自
律
強
化
の
道
を
歩
む
こ
と
が
必
要
で
す
。

飯
塚
毅
T
K
C
全
国
会
初
代
会
長
も
か
つ
て
、
ド
イ
ツ
の
著
名
な
社
会

学
者
マ
ッ
ク
ス
・
ウ
ェ
ー
バ
ー
（M

ax W
eber

）
の
概
念
を
引
用
さ
れ
、

職
業
会
計
人
の
あ
る
べ
き
姿
、
つ
ま
り
理
想
型
（I

イ
デ
ア
ー
ル
テ
ィ
プ
ス

dealtypus

）
を
追
求
す

る
べ
き
と
強
調
さ
れ
て
い
ま
し
た
（
巻
頭
言
『
T
K
C
会
報
』
1
9
8
3
年
2

月
号
・
3
月
号
）。
職
業
会
計
人
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
、
ど
ん
な
理
想
型
を

求
め
る
べ
き
な
の
か
─
─
。
こ
れ
ら
は
非
常
に
重
た
い
問
い
で
す
。

し
か
し
、
我
々
T
K
C
会
計
人
に
は
、
す
で
に
そ
の
答
え
が
示
さ
れ
て

い
ま
す
。
そ
れ
は
飯
塚
初
代
会
長
が
昭
和
53
年
（
1
9
7
8
年
）
に
ま
と
め
ら

れ
た
「
T
K
C
会
計
人
の
基
本
理
念
（
25
項
目
）」
で
し
て
、
こ
こ
に
は

T
K
C
会
員
が
進
む
べ
き
道
と
「
あ
る
べ
き
姿
」
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

そ
の
う
ち
の
一
つ
を
ご
紹
介
し
ま
し
ょ
う
。

11
．
T
K
C
会
計
人
は
、
職
業
会
計
人
と
し
て
の
使
命
感
を
自
覚
し
、

一
切
の
国
家
機
関
、
金
融
機
関
及
び
関
与
先
等
か
ら
、
絶
対
の
信
頼
と

尊
敬
と
を
受
け
る
た
め
、
厳
格
な
自
己
規
制
を
自
分
自
身
に
課
し
て
ゆ

く
、
会
計
人
の
集
団
で
あ
る
。

こ
こ
で
い
う
「
厳
格
な
自
己
規
制
」
こ
そ
が
、『
T
K
C
会
計
人
の
行

動
基
準
書
』（『
行
動
基
準
書
』）
な
の
で
す
（
左
）。『
行
動
基
準
書
』
は
、
い

わ
ば
「
T
K
C
会
計
人
の
基
本
理
念
（
25
項
目
）」
が
示
す
理
想
型
に
近

づ
く
た
め
の
実
践
手
段
の
一
つ
で
あ
る
と
も
い
え
ま
す
。

『
行
動
基
準
書
』
初
版
は
、「
基
本
理
念
」
と
同
じ
く
昭
和
53
年
に
制
定

さ
れ
ま
し
た
。
重
要
な
の
は
制
定
の
経
緯
で
す
。
も
と
も
と
『
行
動
基
準

書
』
は
、
小
規
模
企
業
の
融
資
円
滑
化
に
向
け
保
証
業
務
を
行
う
T
K
C

金
融
保
証
株
式
会
社
（
現
在
は
主
に
リ
ー
ス
業
務
）
の
発
足
に
あ
た
り
、
ド

イ
ツ
と
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
職
業
会
計
人
像
を
モ
デ
ル
に
制
定
さ
れ
た
も

の
で
し
た
。
当
時
、
飯
塚
初
代
会
長
は
、

ド
イ
ツ
税
理
士
法
が
「
職
業
上
の
一
般
的

義
務
」
と
し
て
、
税
理
士
に
「
信
頼
お
よ
び

そ
の
職
業
に
要
求
す
る
尊
敬
に
値
す
る
こ

と
を
示
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
こ
と
を

求
め
て
お
り
、
そ
れ
が
税
理
士
の
社
会
的

6



権
威
の
高
さ
の
根
拠
と
な
っ
て
い
る
こ
と
に
着
目
さ
れ
ま
し
た
。
そ
し
て

ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
公
認
会
計
士
協
会
（
A
I
C
P
A
）
の
組
織
的
な

自
律
強
化
と
業
界
全
体
の
社
会
的
権
威
の
高
揚
、
そ
し
て
金
融
機
関
と
職

業
会
計
人
と
の
相
互
連
携
が
密
接
に
関
係
し
合
っ
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、

『
行
動
基
準
書
』
制
定
を
決
意
さ
れ
た
の
で
す
。
つ
ま
り
原
点
に
返
れ
ば
、

『
行
動
基
準
書
』
に
よ
る
職
業
会
計
人
の
自
律
強
化
と
金
融
機
関
と
の
実

質
的
な
連
携
強
化
と
は
、
不
可
分
の
関
係
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

政・官・民
で「
決
算
書
の
信
頼
性
確
保
」を
志
向
し
て
き
た
ド
イ
ツ

こ
こ
で
ド
イ
ツ
税
理
士
業
界
の
歩
み
を
、「
年
度
決
算
書
の
信
頼
性
」

確
保
の
歴
史
（
税
理
士
に
よ
る
保
証
業
務
確
立
の
歴
史
）
と
関
連
づ
け
な
が
ら

概
観
し
て
み
ま
し
ょ
う
（
次
頁
図
表
）。

ま
ず
1
9
6
1
年
に
、
日
本
の
銀
行
法
・
信
用
金
庫
法
に
あ
た
る
信
用

制
度
法
（
K
W
G
）
が
制
定
さ
れ
、
同
法
第
18
条
に
お
い
て
、
金
融
機
関
に

対
し
、
一
定
額
以
上
の
融
資
に
年
度
決
算
書
の
徴
求

を
義
務
付
け
た
の
で
す
（
図
表
①
）。
そ
れ
か
ら
3
年

後
の
1
9
6
4
年
、
日
本
の
旧
大
蔵
省
銀
行
局
に
あ

た
る
ド
イ
ツ
連
邦
金
融
制
度
監
督
局（
B
A
K
r
e
d
）

は
、「
年
度
決
算
書
の
信
頼
性
」
を
確
保
す
る
た
め

「
税
理
士
等
に
よ
る
一
定
の
保
証
が
な
い
年
度
決
算

書
」
は
、
同
法
第
18
条
所
定
の
「
年
度
決
算
書
」
に

相
当
し
な
い
─
─
と
い
う
解
釈
を
導
出
し
、
税
理
士

な
い
し
経
済
監
査
士
（
公
認
会
計
士
）
に
よ
る
「
年
度

決
算
書
の
信
頼
性
」
に
係
る
証
明
書
を
求
め
る
通
達

を
出
し
ま
し
た
（
図
表
②
）。
関
与
先
の
状
況
を
把
握

で
き
る
税
理
士
等
を
活
用
す
る
こ
と
で
、
中
小
企
業
金
融
の
健
全
化
を
志

向
す
る
当
時
の
連
邦
金
融
制
度
監
督
局
の
見
識
が
う
か
が
え
ま
す
ね
。

と
こ
ろ
が
1
9
9
8
年
、
税
理
士
業
界
に
危
機
が
訪
れ
ま
す
。
同
年
7

月
、
連
邦
金
融
制
度
監
督
局
が
「
9
／
98
」
と
い
う
通
達
を
公
表
し
ま
し

た
（
図
表
④
）。
こ
れ
は
年
度
決
算
書
の
保
証
業
務
に
携
わ
る
税
理
士
の
適

格
性
に
疑
問
を
呈
す
る
も
の
で
、
金
融
機
関
は
信
頼
で
き
る
税
理
士
を
見

極
め
る
べ
き
で
あ
る
─
─
と
い
う
こ
と
を
示
し
た
、
税
理
士
に
と
っ
て
非

常
に
厳
し
い
内
容
で
し
た
。

1
9
9
8
年
と
い
う
と
バ
ー
ゼ
ル
Ⅱ
の
見
直
し
が
始
ま
り
、
金
融
機
関

に
よ
る
自
己
査
定
や
企
業
格
付
け
の
厳
格
化
が
予
想
さ
れ
る
中
、「
年
度

決
算
書
の
信
頼
性
」
の
重
要
性
が
さ
ら
に
重
視
さ
れ
る
機
運
が
高
ま
っ
て

い
た
時
期
で
す
。
ま
た
、
そ
の
当
時
は
金
融
機
関
を
欺
く
よ
う
な
年
度
決

算
書
を
作
成
す
る
税
理
士
の
存
在
も
一
部
に
は
あ
っ
た
よ
う
で
、
ド
イ
ツ

連
邦
税
理
士
会
（
B
S
t
B
K
）
は
金
融
当
局
か
ら
厳
し
い
通
達
が
出
る
こ

と
を
予
測
し
て
い
た
よ
う
で
し
た
。
実
際
、
連
邦
税
理
士
会
は
通
達
公
表

1
カ
月
前
の
同
年
6
月
、「
税
理
士
業
務
に
お
け
る
品
質
保
証
に
関
す
る

ド
イ
ツ
連
邦
税
理
士
会
の
指
針
」
を
採
択
・
公
表
し
て
い
ま
す
（
図
表
③
）。

こ
の
指
針
は
、「
税
理
士
に
は
今
後
よ
り
一
層
の
品
質
保
証
に
努
め
る
こ

と
が
要
請
さ
れ
て
い
る
」
状
況
を
踏
ま
え
て
「
職
業
活
動
の
品
質
保
証
の

た
め
に
必
要
な
推
奨
事
項
を
提
示
」
し
た
も
の
で
、
金
融
当
局
か
ら
厳
し
い

通
達
が
出
さ
れ
る
前
に
、
信
頼
さ
れ
る
税
理
士
の
あ
り
方
を
自
ら
提
示
し
、

業
界
全
体
と
し
て
の
気
概
を
示
し
た
─
─
と
の
見
方
が
で
き
ま
す
。

連
邦
税
理
士
会
は
、
そ
こ
か
ら
さ
ら
に
自
律
強
化
の
道
を
邁
進
し
ま
す
。

2
0
0
1
年
、『
税
理
士
に
よ
る
年
度
決
算
書
の
作
成
に
関
す
る
諸
原
則

に
つ
い
て
の
連
邦
税
理
士
会
の
書
簡
』
を
発
表
し
ま
し
た
（
図
表
⑤
）。
こ

の
『
書
簡
』
は
、
1
9
9
6
年
に
ド
イ
ツ
経
済
監
査
士
協
会
（
I
D
W
）

7



8

ドイツの中小企業金融における「年度決算書の信頼性」確保の歴史

1964年3月11日　連邦金融制度監督局の通達

1998年7月7日　連邦金融制度監督局の通達9/98

2001年10月22日/23日　連邦税理士会『書簡』

2002年　貯蓄銀行やその他の金融機関からの「要望書」

2002年
連邦税理士会とドイツ税理士連盟の会計制度問題に関する作業グループが
「蓋然性評価を伴う年度決算書作成に関するチェックリスト」を公表

2004年
連邦税理士会、ドイツ税理士連盟、DATEVが『税理士業務における品質保証と品質管理
（Qualitätssicherung und Qualitätsmanagement in der Steuerberatung）』を作成

1998年6月8日/9日　連邦税理士会
「税理士業務における品質保証に関するドイツ連邦税理士会の指針」を決議・採択

金融機関は、総計1万ドイツマルクを超える信用を供与される信用受供者について、経済的な関係
の開示、特に年度決算書の提出を要求しなければならない。

第18条は、提出された年度決算書の経済監査士による証明（Testierung）を規定していない。同条
は、信用受供者自身が作成した貸借対照表書類だけでは十分ではなく、可能であれば、経済監査
士、帳簿監査士ないし税理士の証明書（Testat）が徴求されるべきである。

金融機関は通常、年度決算書の信頼性を、経済監査業に従事する者の協力によって、または──
銀行の判断後に──この目的に適任の税理士業務の従事者の協力により確実なものとする場合
のみ、その他の資料をさらに提出させることを断念することができる。

経済監査士協会の1996年の「諸原則」を前提として、連邦税理士会が『税理士による年度決算書
の作成に関する諸原則についての連邦税理士会の書簡』を公表

帳簿記帳に基づく数字がそれ自体として蓋然性があることの説明を、作成された年度決算書に付
すこと

　この「要望書」により、格付プロセスの一環として銀行に提出される一切の年度決算書を、少なくとも
蓋然性に関して監査することになった。つまり、信用制度法第18条に該当しない場合でも、（格付プロセ
スの一環として）「銀行に提出される一切の年度決算書」に証明書の添付が求められるようになった。

　主に1998年連邦金融制度監督局通達が「一部の税理士が作成した年度決算書
の信頼性」について疑念を呈したこと、および、金融機関が2002年12月31日営業年度
以後の年度決算書に対する「要望書」を出したことに対する組織的な対応であり、税
理士の業務品質の高さとその均一性を内外に宣明するものであったと思量される。

1

2

4

5

6

7

8

3

出典：坂本孝司著『税理士の未来』中央経済社、2019年、233-239頁

1961年　信用制度法制定（日本の銀行法・信用金庫法に相当）第18条
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が
公
表
し
て
い
た
決
算
書
の
作
成
証
明
業
務
に
関
す
る
基
準
を
前
提
と
し

て
、
税
理
士
に
よ
る
決
算
書
の
作
成
証
明
業
務
の
基
準
を
明
示
し
た
も
の

で
、
す
べ
て
の
税
理
士
が
「
年
度
決
算
書
の
作
成
に
関
す
る
証
明
書
（
ベ

シ
ャ
イ
ニ
グ
ン
グ
）」
を
発
行
で
き
る
こ
と
を
内
外
に
宣
明
し
た
の
で
す
。

そ
し
て
2
0
0
2
年
、
決
定
的
な
出
来
事
が
起
こ
り
ま
す
。
ド
イ
ツ
の

全
金
融
機
関
が
一
斉
に
、
企
業
等
に
対
し
て
、
銀
行
に
提
出
さ
れ
る
一
切

の
年
度
決
算
書
に
つ
い
て
、
一
定
の
信
頼
性
を
付
与
す
る
証
明
書
を
求
め

る
「
要
望
書
」
を
出
し
た
の
で
す
（
図
表
⑥
）。
信
用
制
度
法
第
18
条
は
一

定
額
以
上
の
融
資
を
受
け
る
際
に
つ
い
て
定
め
た
も
の
で
し
た
が
、
こ
の

「
要
望
書
」
に
よ
り
、銀
行
に
提
出
さ
れ
る
一
切
の
年
度
決
算
書

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

に
つ
い
て
、

税
理
士
等
に
よ
る
決
算
書
の
作
成
に
関
す
る
証
明
書
が
必
要
と
さ
れ
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
日
本
で
い
え
ば
、
金
融
機
関
が
、
金
融
機
関

に
提
出
さ
れ
る
一
切
の
決
算
書
に
つ
い
て
、
税
理
士
法
第
33
条
の
2
に
よ
る

書
面
や
会
計
参
与
報
告
書
の
添
付
を
要
望
し
た
─
─
と
い
う
こ
と
に
な
り

ま
す
。
私
見
で
す
が
、
ド
イ
ツ
全
土
の
金
融
機
関
が
一
斉
に
「
要
望
書
」
を

出
す
に
至
っ
た
背
景
に
は
、
国
家
的
意
思
が
働
い
て
い
る
と
推
察
さ
れ
ま
す
。

こ
の
「
要
望
書
」
に
よ
っ
て
、
税
理
士
に
よ
る
ベ
シ
ャ
イ
ニ
グ
ン
グ
作

成
業
務
が
一
般
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
そ
れ
を
受
け
て
同
年
、
連
邦
税

理
士
会
と
ド
イ
ツ
税
理
士
連
盟
が
ベ
シ
ャ
イ
ニ
グ
ン
グ
作
成
業
務
を
行
う

税
理
士
の
行
動
規
範
を
示
し
た
「
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
を
開
発
（
図
表
⑦
）。

そ
れ
を
さ
ら
に
拡
充
し
た
も
の
と
し
て
、
2
0
0
4
年
に
連
邦
税
理
士
会
・

ド
イ
ツ
税
理
士
連
盟
・
D
A
T
E
V
が
『
税
理
士
業
務
に
お
け
る
品
質
保

証
と
品
質
管
理
（Qualitätssicherung und Qualitätsm

anagem
ent 

in der Steuerberatung

）』
と
い
う
基
準
書
を
発
表
す
る
に
至
り
ま
す

（
図
表
⑧
）。
そ
し
て
、
日
本
語
版
（
武
田
隆
二
・
河
﨑
照
行
・
古
賀
智
敏
・
坂
本

孝
司
監
訳
、
T
K
C
、
2
0
0
7
年
）
で
約
7
㎝
あ
る
こ
の
分
厚
い
基
準
書
を

税
理
士
業
界
と
金
融
機
関
に
配
り
、
税
理
士
に
対
し
て
は
、
よ
り
一
層
襟

を
正
す
こ
と
を
求
め
、
金
融
機
関
に
は
、
厳
格
な
基
準
書
に
拠
っ
て
業
務

品
質
を
保
持
す
る
税
理
士
が
信
頼
に
足
る
存
在
で
あ
る
─
─
こ
と
を
広
く

ア
ピ
ー
ル
し
ま
し
た
。
そ
し
て
こ
れ
が
、
税
理
士
の
社
会
的
地
位
の
向
上
に

大
き
く
寄
与
す
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
す
。
こ
の
よ
う
に
ド
イ
ツ
で
は
、
自

律
強
化
に
よ
っ
て
金
融
機
関
等
か
ら
の
認
知
を
得
な
が
ら
職
域
を
守
り
、

税
理
士
業
界
を
発
展
さ
せ
て
き
た
と
い
う
歴
史
的
経
緯
が
あ
る
の
で
す
。

ド
イ
ツ
で
は
税
理
士
が
金
融
機
関
か
ら
全
面
的
な
信
頼
を
寄
せ
ら
れ
て
い
る

ド
イ
ツ
に
お
い
て
、
税
理
士
の
社
会
的
地
位
の
高
さ
と
金
融
機
関
か
ら

の
信
頼
の
厚
さ
を
目
の
当
た
り
に
す
る
出
来
事
が
あ
り
ま
し
た
。
昨
年
11

月
、
飯
塚
真
玄
T
K
C
名
誉
会
長
の
お
誘
い
を
受
け
て
ド
イ
ツ
視
察
の
機

会
を
い
た
だ
き
、
ミ
ュ
ン
ヘ
ン
に
本
店
を
構
え
る
ミ
ュ
ン
ヒ
ナ
ー
銀
行
を

訪
れ
ま
し
た
。
副
頭
取
の
ミ
ヒ
ャ
エ
ル
・
ダ
ン
ド
ル
フ
ァ
ー
氏
か
ら
同
国

の
中
小
企
業
金
融
に
つ
い
て
レ
ク
チ
ャ
ー
い
た
だ
い
た
と
こ
ろ
、
氏
は
次

の
よ
う
に
お
っ
し
ゃ
っ
た
の
で
す
（『
T
K
C
会
報
』
2
0
2
0
年
2
月
号
）。

私
た
ち
は
税
理
士
か
ら
受
領
し
た
年
度
決
算
書
を
そ
の
ま
ま
、
当
行
の

銀
行
シ
ス
テ
ム
の
格
付
け
に
使
用
し
ま
す
。（
略
）
ド
イ
ツ
で
は
、
融

資
時
、
す
べ
て
の
企
業
の
年
度
決
算
書
に
ベ
シ
ャ
イ
ニ
グ
ン
グ
が
付
い

て
銀
行
に
提
出
さ
れ
ま
す
。（
略
）
私
た
ち
は
協
同
組
合
銀
行
と
し
て

税
理
士
と
経
済
監
査
士
と
い
う
職
業
に
大
き
な
信
頼
を
寄
せ
て
お
り
、

税
理
士
や
経
済
監
査
士
か
ら
受
け
取
っ
た
数
字
（
決
算
書
等
）
を
活
用

し
ま
す
。（
略
）
粉
飾
決
算
と
い
う
問
題
は
、
私
が
思
う
に
当
行
で
は

こ
れ
ま
で
一
度
も
起
き
た
こ
と
が
あ
り
ま
せ
ん
。

9



ド
イ
ツ
に
お
い
て
、
税
理
士
と
金
融
機
関
と
が
強
固
な
信
頼
関
係
を
築

け
て
い
る
こ
と
が
、
よ
く
分
か
り
ま
す
ね
。
そ
れ
も
す
べ
て
、
組
織
的
な

自
律
強
化
に
よ
っ
て
業
務
品
質
の
向
上
を
志
向
し
、
そ
れ
を
内
外
に
宣
明

し
て
き
た
ド
イ
ツ
税
理
士
業
界
の
長
年
の
努
力
の
賜
物
と
い
え
ま
す
。

1
9
6
6
年
に
金
融
機
関
と
の
相
互
補
完
関
係
が
成
立
し
た
ア
メ
リ
カ

で
は
、
ア
メ
リ
カ
で
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
。
飯
塚
初
代
会
長
の
研
究
を

紐
解
く
と
、
1
9
6
6
年
に
は
そ
れ
ま
で
対
立
関
係
に
あ
っ
た
全
米
銀
行

協
会
と
A
I
C
P
A
と
が
相
互
補
完
の
関
係
を
確
立
し
た
─
─
こ
と
が
示

さ
れ
て
い
ま
す
（『
T
K
C
会
報
』
1
9
7
7
年
8
月
号
）。
そ
の
背
景
と
し
て
、

A
I
C
P
A
は
金
融
機
関
に
会
計
士
の
業
務
に
つ
い
て
の
理
解
と
啓
蒙
を

促
す
た
め
、『
行
動
基
準
書
（Professional Standards

）』
の
中
の
倫

理
規
定
と
そ
の
施
行
規
則
、
そ
し
て
そ
の
厳
格
な
規
定
に
従
っ
て
業
務
を

行
っ
て
い
る
会
計
事
務
所
の
リ
ス
ト
と
を
印
刷
し
て
、
全
金
融
機
関
に
送

付
し
た
こ
と
が
相
互
補
完
関
係
構
築
の
契
機
と
な
っ
た
─
─
と
。

A
I
C
P
A
専
務
理
事
を
務
め
た
ジ
ョ
ン
・
L
・
ケ
ア
リ
ー
氏
は
、

1
9
7
0
年
発
行
の
著
書『The Rise of the A

ccounting Profession : 
To Responsibility and A

uthority 1937-1969, Vol. 2

』
で
、
当
時

の
こ
と
を
次
の
よ
う
に
振
り
返
っ
て
い
ま
す
（
同
書
、
1
6
8
頁
以
下
）。

ロ
バ
ー
ト
・
モ
ー
リ
ス
協
会
注
は
、
絶
え
間
な
く
監
査
基
準
と
監
査

手
続
に
関
す
る
資
料
を
協
会
会
員
に
配
布
し
た
。
そ
こ
で
は
ロ
バ
ー
ト
・

モ
ー
リ
ス
協
会
と
協
力
関
係
に
あ
っ
た
公
認
会
計
士
協
会
の
委
員
会
に

よ
っ
て
、
信
用
目
的
で
提
供
さ
れ
た
財
務
諸
表
が
水
準
に
達
し
て
い
る

か
否
か
を
銀
行
家
達
が
判
断
す
る
の
に
役
立
つ
小
冊
子
や
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
の
作
成
が
奨
励
さ
れ
て
い
た
。

こ
れ
ら
の
協
同
活
動
は
、
全
国
の
1
万
5
0
0
0
を
超
え
る
商
業
銀

行
を
代
表
す
る
米
国
銀
行
家
協
会
会
長
の
提
案
に
よ
っ
て
、
1
9
6
6

年
に
銀
行
家
と
公
認
会
計
士
と
の
国
家
的
協
議
会
が
組
織
化
さ
れ
た
こ

と
を
契
機
に
広
が
り
を
み
せ
た
。
協
議
会
は
公
認
会
計
士
協
会
と
米
国

銀
行
家
協
会
の
代
表
者
で
構
成
さ
れ
、
一
部
は
ロ
バ
ー
ト
・
モ
ー
リ
ス

協
会
の
会
員
で
も
あ
っ
た
。
当
グ
ル
ー
プ
は
、
現
下
の
相
互
の
関
心
事

に
関
す
る
課
題
を
審
議
す
る
一
連
の
会
議
を
も
っ
た
。
そ
し
て
、
そ
の

結
論
は
銀
行
家
達
に
広
く
配
布
さ
れ
る
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
な
ど
に
掲
載
さ

れ
た
。

注　

主
に
金
融
サ
ー
ビ
ス
業
界
に
対
し
て
、
リ
ス
ク
管
理
情
報
を
提
供
す
る
シ
ン
ク
タ
ン
ク
。

現
リ
ス
ク
管
理
協
会
（T

he Risk M
anagem

ent A
ssociation

）。

す
な
わ
ち
、
金
融
業
界
と
会
計
士
業
界
と
が
協
議
会
を
作
っ
て
議
論
を

重
ね
、
銀
行
家
に
向
け
て
、「
決
算
書
の
信
頼
性
」
の
識
別
可
能
性
を
周
知

し
た
と
い
う
こ
と
で
す
。
そ
の
結
果
、
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ン
と
し
て
の
会
計

士
の
存
在
が
確
立
さ
れ
、
社
会
的
権
威
が
高
ま
り
、
金
融
機
関
を
は
じ
め

と
し
た
社
会
か
ら
の
信
頼
を
勝
ち
取
る
こ
と
が
で
き
た
の
で
す
。
T
K
C

全
国
会
で
は
現
在
、「
決
算
書
の
信
頼
性
は
識
別
可
能
で
あ
る
」
こ
と
を

金
融
機
関
に
周
知
す
る
運
動
を
展
開
し
て
い
ま
す
が
、
同
様
の
こ
と
が
50

年
前
の
ア
メ
リ
カ
で
は
よ
り
一
層
組
織
的
に
行
わ
れ
て
い
た
と
い
え
ま
す
。

た
だ
し
、
会
計
士
に
よ
る
レ
ビ
ュ
ー
が
行
わ
れ
て
い
な
い
中
小
企
業
の

財
務
諸
表
に
つ
い
て
、
そ
の
信
頼
性
が
不
十
分
な
ケ
ー
ス
は
現
在
に
お
い

て
も
ま
ま
あ
る
よ
う
で
す
。
そ
の
場
合
に
は
、
I
R
S（
内
国
歳
入
庁
）
か

ら
税
務
申
告
書
を
取
り
寄
せ
て
そ
の
整
合
性
を
精
査
し
、
必
要
に
応
じ
て

そ
の
決
算
書
に
関
与
し
た
会
計
士
の
証
明
を
求
め
る
慣
行
が
定
着
し
て
い
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TKC全国会政策発表会

ま
す
。
こ
れ
は
ま
さ
し
く
、
日
本
の
書
面
添
付
制
度
と
共
通
し
て
い
ま
す

ね
。
ア
メ
リ
カ
に
は
税
理
士
制
度
が
あ
り
ま
せ
ん
が
、
税
務
申
告
書
の
精

査
が
「
決
算
書
の
信
頼
性
」
と
リ
ン
ク
し
て
い
る
点
は
非
常
に
重
要
で
す
。

税
務
申
告
書
に
対
す
る
保
証
業
務
が
き
ち
ん
と
制
度
と
し
て
整
備
さ
れ
て

い
る
の
は
、
世
界
で
も
日
本
だ
け
で
す
。
こ
れ
は
わ
が
国
が
会
計
帳
簿
を

重
視
し
た
青
色
申
告
制
度
と
税
理
士
制
度
を
有
し
、
法
人
税
法
で
は
確
定

決
算
主
義
を
採
用
し
て
い
る
か
ら
こ
そ
で
、
我
々
は
こ
の
誇
る
べ
き
法
制

度
を
金
融
機
関
に
し
っ
か
り
ア
ピ
ー
ル
す
る
べ
き
な
の
で
す
。

会
計
事
務
所
成
功
の
バ
イ
ブ
ル
と
し
て
自
ら
の
事
務
所
経
営
を
見
直
そ
う

2
0
1
9
年
に
M
I
S
を
集
中
的
に
推
進
し
た
こ
と
で
、「
決
算
書
の

信
頼
性
は
識
別
可
能
で
あ
る
」
こ
と
の
理
解
が
金
融
機
関
に
広
ま
り
ま
し

た
。
そ
の
お
か
げ
で
、
現
在
で
は
金
融
機
関
と
税
理
士
と
の
実
質
的
な
連

携
強
化
の
機
運
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
勝
負
は
こ
れ
か
ら
で
す
。
こ
れ
ま

で
ド
イ
ツ
や
ア
メ
リ
カ
の
例
で
見
て
き
た
よ
う
に
、
金
融
機
関
と
の
実
質

的
な
連
携
強
化
の
カ
ギ
が
職
業
会
計
人
の
組
織
的
な
自
律
強
化
に
あ
る
こ

と
は
、
も
う
お
分
か
り
の
は
ず
で
す
。

今
こ
そ
ド
イ
ツ
や
ア
メ
リ
カ
の
好
例
に
な
ら
い
、「
職
業
会
計
人
の
理

想
型
」
に
近
づ
く
た
め
の
実
践
手
段
で
あ
る
『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基

準
書
』
を
会
計
事
務
所
成
功
の
バ
イ
ブ
ル
と
し
て
位
置
づ
け
、
自
ら
の
事

務
所
経
営
を
見
直
す
こ
と
が
肝
要
で
す
（
ス
ラ
イ
ド
2
）。『
行
動
基
準
書
』

を
完
璧
に
遵
守
す
る
の
は
難
し
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
一
歩
で
も
近
づ

く
努
力
を
続
け
ま
し
ょ
う
。
そ
し
て
第
3
ス
テ
ー
ジ
の
残
り
の
2
年
間
を

走
り
抜
け
、
T
K
C
全
国
会
創
設
50
周
年
（
2
0
2
1
年
）
を
誇
り
高
く
迎

え
、
税
理
士
の
輝
か
し
い
未
来
を
切
り
拓
い
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
!　

■

■スライド2
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現物はA4サイズです。

金融機関からの「決算書の信頼性」の向上には

「記帳適時性証明書」
が決め手となる

巡回監査と月次決算は、毎月、関与先企業が前月に作成
した会計帳簿および取引記録を対象として、その翌月に
実施することを原則としています。これを順守した月には

「注」欄に◎印が示されます。「記帳適時性証明書」では、
この履歴を過去36カ月にわたり確認できます。

決算書の「税引き後当期純利益（損失）」と法人税申告書
別表4の「当期利益又は当期損失の額」は一致していること
を証明しています。これにより、申告書は決算書に基づいて
いることが確認できます。なお、不一致の場合は「記帳
適時性証明書」は発行されません。

前期の決算書の「個別注記表」に「中小会計要領（または
中小指針）に準拠している」旨の記述があることを確認でき
ます。

TKCの「継続MASシステム」を利用して、経営改善の指針
となる中期（または短期）の経営計画を策定していることを
確認できます。

経営者が経営計画の進捗状況等の正確な把握と、適切
な意思決定を支援するTKCの企業向け管理会計システム

「戦略財務情報システム（FXシリーズ）」を利用していること
を確認できます。

TKC会員が法人税申告書の提出に際し、「計算し、整理し、
又は相談に応じた事項」を明らかにし、「申告書の適正性
を表明」する書類を添付していることを確認できます。

TKC会員が中小企業経営力強化支援法に基づく経営
革新等支援機関としての認定を受けていることを確認でき
ます。

この「記帳適時性証明書」は、会計データの改ざんにつな
がる遡及処理（追加・訂正・削除）を禁止しているTKCシス
テムの特長を生かして発行されるもので、会計帳簿と決算書、
法人税申告書の作成に関して、その適時性と計算の正確性
を第三者である株式会社TKCが証明しています。

「注」欄の◎印の数

決算書と法人税申告書が一致している事実

「中小会計要領（または中小指針）」への準拠性

中期（または短期）経営計画策定の有無

自計化システムの利用の有無

税理士法第33条の2に基づく書面添付の有無

TKC会員が『経営革新等支援機関』に
認定されているかどうか

株式会社TKCによる第三者証明

1

5

24

6

3

8

7

1

2

3

4

5

6

7

8

金融機関が着目する
「記帳適時性証明書」の8つのポイント

株式会社TKCでは、TKC会員に「記帳適時性証明書」
を発行しています。この証明書は、関与先企業の円滑な
資金調達を支援するため、会計帳簿と決算書、法人税
申告書の作成に関する適時性と計算の正確性を第三者
である株式会社TKCが証明する書類です。
いま、「記帳適時性証明書」を融資や金利優遇の判断に
活用する金融機関が増えています。

〒162-8585　東京都新宿区揚場町2-1 軽子坂MNビル5F 　  0120-860-316  https://www.tkc.jp/
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正副会長会から

「
一
気
通
貫
」を
解
説
す
る
D
V
D
の
活
用
を

坂
本
孝
司
T
K
C
全
国
会
会
長
が
提
唱
さ
れ

て
い
る
会
計
帳
簿
を
ベ
ー
ス
と
し
た
「
税
理
士

の
4
大
業
務
（
税
務
・
会
計
・
保
証
・
経
営
助
言
）」

の
う
ち
、
特
に
会
計
業
務
と
保
証
業
務
は
、
中

小
企
業
金
融
と
密
接
に
関
連
し
て
い
ま
す
。

と
い
う
の
は
、
そ
も
そ
も
正
し
い
記
帳
に
基

づ
く
「
正
し
い
決
算
書
」
が
ベ
ー
ス
に
な
け
れ

ば
融
資
判
断
が
難
し
く
な
り
、
金
融
機
関
の
使

命
で
あ
る
「
金
融
仲
介
機
能
の
発
揮
」
が
か
な

い
ま
せ
ん
。
ま
た
、
金
融
機
関
に
提
出
さ
れ
る

決
算
書
に
税
理
士
に
よ
る
保
証
書
（
税
理
士
法

第
33
条
の
2
に
よ
る
書
面
）
が
な
け
れ
ば
、
提
出

さ
れ
た
決
算
書
が
信
頼
に
足
る
も
の
か
分
か
ら

な
い
か
ら
で
す
。
し
た
が
っ
て
本
来
、
金
融
機

関
と
税
理
士
と
は
相
互
信
頼
・
相
互
補
完
の
関

係
を
築
く
べ
き
で
す
が
、
残
念
な
が
ら
わ
が
国

で
は
、
ド
イ
ツ
や
ア
メ
リ
カ
の
よ
う
な
組
織
的

か
つ
実
質
的
な
連
携
関
係
が
未
だ
確
立
し
て
い

な
い
の
が
現
状
で
す
。

そ
こ
で
本
年
は
、
金
融
機
関
と
税
理
士
と
の

実
質
的
な
連
携
を
よ
り
一
層
深
め
る
た
め
の
具

体
策
と
し
て
、
覚
書
締
結
金
融
機
関
と
の
連
携

強
化
の
取
り
組
み
（
ト
ッ
プ
対
談
→
定
例
協
議
会

→
行
職
員
研
修
会
へ
の
講
師
派
遣
等
）
や
「
書
面
添

付
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
」
の
継
続
開
催
等
が
企
画
さ

れ
て
い
ま
す
。「
決
算
書
の
信
頼
性
は
識
別
可

能
で
あ
る
」
こ
と
と
、
そ
の
ベ
ー
ス
に
は

T
K
C
会
員
に
よ
る
月
次
巡
回
監
査
の
取
り
組

み
が
あ
る
こ
と
を
金
融
機
関
の
皆
さ
ま
に
し
っ

か
り
理
解
い
た
だ
き
ま
し
ょ
う
。

そ
う
し
た
活
動
の
際
に
、「
T
K
C
シ
ス
テ

ム
で
決
算
書
・
申
告
書
が
で
き
る
ま
で
」
と
い

う
D
V
D
を
ぜ
ひ
ご
活
用
く
だ
さ
い
（
下
）。

こ
の
D
V
D
は
㈱
T
K
C
の
企
画
で
制
作
さ
れ
、

決
算
書
の
信
頼
性
を
高
め
る
T
K
C
シ
ス
テ
ム

の
「
一
気
通
貫
」
の
仕
組
み
が
コ
ン
パ
ク
ト
に

解
説
さ
れ
て
い
ま
す
。
支
部
例
会
や
所
内
研
修

等
は
も
ち
ろ
ん
、
折
に
触
れ
て
ぜ
ひ
金
融
機
関

の
方
と
も
一
緒
に
ご
覧
く
だ
さ
い
。

中
小
企
業
の
存
続
・
発
展
の
支
援
は
、
金
融

機
関
と
我
々
職
業
会
計
人
の
共
通
の
使
命
で
す
。

よ
り
一
層
連
携
関
係
を
強
化
し
て
、
中
小
企
業

支
援
に
真
正
面
か
ら
取
り
組
み
ま
し
ょ
う
!
■

金
融
機
関
と
の
実
質
的
な
連
携
強
化
に
向
け
て

◎
Ｔ
Ｋ
Ｃ
全
国
会
副
会
長　

加
藤
恵
一
郎

TKCシステムの「一気通貫」の
仕組みを解説したDVD「TKC
システムで決算書・申告書がで
きるまで」。
QRコードを 
読み取れば 
スマートフォン
等からも視聴
可能。　
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なぜ信頼性の高い決算書・  申告書が作成可能なのか？
TKCシステムで決算書・申告書が　　できるまでを動画でご紹介します。

ＴＫＣモニタリング情報サービスから

いつでも
どこからでも
ご視聴できます！

ＴＫＣ会員事務所の業務　　（専門家によるチェック）
決算・申告処理

会計帳簿と
決算書が一致

税引き後当期
利益が一致

決
算
書

税
務
申
告
書

電
子
申
告

Ｔ
Ｋ
Ｃ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス

https://www.tkc.jp/fx/bank/finance/movie
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なぜ信頼性の高い決算書・  申告書が作成可能なのか？
TKCシステムで決算書・申告書が　　できるまでを動画でご紹介します。

ＤＶＤから ＱＲコードから

日
々
の
取
引

証
憑（
証
拠
）

月次巡回監査
ＴＫＣ会員事務所の業務　　（専門家によるチェック）

記
帳（
会
計
帳
簿
）

証憑番号 会計帳簿の
連続性

月
次
決
算
×
12

本年１月より順次ご発送しています。 https://www.tkc.jp/fx/bank/finance/movie
15



M
I
S
が
加
速
度
的
に
推
進
さ
れ
金
融
機
関
と
の
連
携
が
進
ん
だ

　

ま
ず
、
T
K
C
全
国
会
第
3
ス
テ
ー
ジ
（
2
0
1
9
年
〜
2
0
2
1
年
）

の
運
動
方
針
を
確
認
し
、
1
年
目
の
活
動
結
果
を
振
り
返
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

　

坂
本
孝
司
全
国
会
会
長
が
昨
年
4
月
に
全
会
員
へ
発
信
し
た
緊
急
提
言

「
T
K
C
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス（
M
I
S
）の
爆
発
的
な
普
及
を

願
う
」
に
よ
っ
て
、
M
I
S
は
加
速
度
的
に
推
進
さ
れ
ま
し
た
。
金
融
機

関
に
「
決
算
書
の
信
頼
性
は
識
別
可
能
で
あ
る
」
こ
と
を
認
知
し
て
い
た

だ
く
べ
く
運
動
を
展
開
し
て
き
た
結
果
、
M
I
S
実
践
事
務
所
数
は
目
標

5
0
0
0
を
突
破
し
、
5
3
3
1
と
な
り
ま
し
た
。
実
践
件
数
に
つ
い
て
も

20
万
件
に
迫
る
大
き
な
実
績
が
挙
が
り
ま
し
た
。（
同
日
夕
刻
20
万
件
突
破
）。

　

T
K
C
会
員
は
も
と
よ
り
、
T
K
C
社
員
の
方
々
な
ど
M
I
S
の
推
進

活
動
に
ご
尽
力
い
た
だ
い

た
全
て
の
皆
さ
ま
に
、
正

副
会
長
会
を
代
表
し
て
心

よ
り
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

全
国
会
と
㈱
T
K
C
の

関
係
は
車
の
両
輪
（
前
輪

と
後
輪
）
に
例
え
ら
れ
ま

す
が
、
M
I
S
の
実
績
は

こ
の
両
者
に
よ
る
“
組
織

化
”
さ
れ
た
活
動
の
成
果
で
す
。
両
者
が
同
じ
目
標
を
共
有
し
、「
社
会
の
納

得
」
を
得
る
た
め
の
、
そ
し
て
「
職
業
会
計
人
の
職
域
防
衛
と
運
命
打
開
」
の

た
め
の
運
動
で
あ
り
、
推
進
活
動
を
通
じ
て
一
体
感
を
共
有
で
き
ま
し
た
。

　

M
I
S
の
1
年
目
の
件
数
目
標
は
中
部
会
と
静
岡
会
の
2
地
域
会
が
達

成
し
ま
し
た
。
社
数
目
標
は
静
岡
会
は
じ
め
8
地
域
会
が
、
事
務
所
数
目

標
は
中
国
会
は
じ
め
16
地
域
会
が
達
成
し
ま
し
た
。
中
部
会
と
静
岡
会
は

件
数
・
社
数
・
事
務
所
数
の
目
標
三
冠
を
達
成
し
ま
し
た
。

　

昨
年
は
、
覚
書
締
結
金
融
機
関
と
の
連
携
強
化
の
活
動
も
精
力
的
に
展

開
さ
れ
ま
し
た
。
特
に
T
K
C
地
域
会
会
長
と
金
融
機
関
ト
ッ
プ
と
の
対

談
割
合
は
70
％
に
迫
り
ま
す
。
ト
ッ
プ
対
談
を
実
施
し
た
金
融
機
関
と
の

相
互
連
携
が
進
ん
だ
こ
と
で
M
I
S
の
利
用
申
込
件
数
は
急
増
し
て
お
り
、

地
方
銀
行
で
2.5
倍
に
、
信
用
金
庫
で
2.2
倍
に
増
加
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
多
く
の
金
融
機
関
に
お
い
て
実
施
さ
れ
た
「
支
店
行
職
員
研
修

会
へ
の
T
K
C
会
員
の
講
師
派
遣
」
は
、
引
き
続
き
本
年
も
重
要
な
活
動

と
な
り
ま
す
。

　

昨
年
、
M
I
S
利
用
を
要
件
と
し
た
融
資
商
品
（
T
K
C
ロ
ー
ン
）
や

経
営
者
保
証
を
不
要
と
す
る
融
資
ス
キ
ー
ム
が
多
く
開
発
さ
れ
た
こ
と
は
、

M
I
S
を
通
じ
て
提
供
す
る
決
算
書
の
信
頼
性
が
金
融
機
関
に
評
価
さ
れ
て

い
る
こ
と
の
証
で
、
一
部
の
金
融
機
関
と
は
形
式
的
か
ら
実
質
的
な
連
携

に
進
展
し
て
い
ま
す
。
T
K
C
ロ
ー
ン
の
残
高
は
「『
社
会
の
納
得
』
の

バ
ロ
メ
ー
タ
ー
」
と
も
い
え
ま
す
。
そ
の
意
味
で
我
々
は
そ
れ
を
生
み
っ

正副会長会からの報告

正
副
会
長
会
か
ら
の
報
告（
第
１
３
６
回
Ｔ
Ｋ
Ｃ
全
国
会
理
事
会
よ
り
）

Ｔ
Ｋ
Ｃ
全
国
会
第
３
ス
テ
ー
ジ
１
年
目
の
成
果
と

本
年
取
り
組
む
べ
き
こ
と

◎
Ｔ
Ｋ
Ｃ
全
国
会
副
会
長　

原
田
伸
宏
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正副会長会から

ぱ
な
し
に
す
る
の
で
は
な
く
、
し
っ
か
り
育
て
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
金
融
機
関
と
の
連
携
強
化
が
進
ん
だ
取
り
組
み
と
し
て
挙
げ
ら

れ
る
の
が
7
月
か
ら
12
月
ま
で
全
国
で
開
催
し
た
書
面
添
付
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
で
す
。シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
参
加
さ
れ
た
金
融
機
関
に
お
い
て
は「
T
K
C

方
式
の
書
面
添
付
」
へ
の
理
解
が
進
み
、「
添
付
書
面
に
記
載
さ
れ
て
い

る
貴
重
な
情
報
を
事
業
性
評
価
に
活
用
し
て
い
き
た
い
」
等
の
声
が
多
く

寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
に
よ
っ
て
T
K
C
方
式
の
書
面

添
付
（
法
人
税
）
に
取
り
組
む
会
員
事
務
所
数
も
増
加
し
、
実
践
件
数
も

堅
調
に
伸
び
て
い
ま
す
。

「
社
会
に
対
す
る
運
動
」を
支
え
る「
内
部
の
強
化
」具
体
策

　

こ
の
よ
う
に
1
年
目
の
活
動
は
こ
れ
ま
で
に
な
い
大
き
な
成
果
が
あ
り

ま
し
た
が
、
実
践
件
数
は
社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
を
与
え
る
に
は
ま
だ
足
り
な

い
状
況
に
あ
り
ま
す
。「
社
会
の
納
得
」
は
件
数
の
増
加
に
比
例
す
る
た
め
、

課
題
を
ク
リ
ア
し
さ
ら
に
実
践
件
数
を
拡
大
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

昨
年
か
ら
重
点
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
①
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付

②
T
K
C
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス
③
T
K
C
方
式
の
自
計
化
─
─
の

推
進
は
「
社
会
に
対
す
る
運
動
」
と
い
え
ま
す
。
2
年
目
と
な
る
本
年
は

こ
の
運
動
を
継
続
し
つ
つ
、
こ
れ
ら
を
下
か
ら
支
え
る
「
会
員
事
務
所
の

経
営
基
盤
の
強
化
」
と
い
う
「
内
部
の
強
化
」、
具
体
的
に
は
①
『
T
K
C

会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
の
理
解
・
実
践
②
「
巡
回
監
査
士
」「
巡
回
監
査

士
補
」
の
増
大
③
認
定
支
援
機
関
と
し
て
の
経
営
助
言
業
務
の
強
化
─
─

を
同
時
に
展
開
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

で
は
、「
社
会
に
対
す
る
運
動
」
と
「
内
部
の
強
化
」
に
分
け
て
、
本

年
取
り
組
む
運
動
方
針
を
ご
説
明
し
ま
す
。
ま
ず
は
「
社
会
に
対
す
る
運

動
」
に
つ
い
て
で
す
。

「
T
K
C
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス
」
利
用
件
数
の
拡
大
と
、
金
融

機
関
行
職
員
へ
の
浸
透

⃝
覚
書
締
結
金
融
機
関
と
の
連
携
強
化
の
取
り
組
み

・
ト
ッ
プ
対
談
→
定
例
協
議
会
→
「
行
職
員
研
修
会
へ
の
講
師
派
遣
」
等

　

多
く
の
金
融
機
関
の
理
解
を
深
め
て
い
く
た
め
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
現
場

で
行
職
員
研
修
会
の
回
数
を
重
ね
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

⃝
会
員
事
務
所
の
取
り
組
み

・
M
I
S
利
用
の
標
準
化

　

借
入
金
の
あ
る
全
法
人
関
与
先
で
の
利
用
を
標
準
化
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

・
1
支
店
あ
た
り
の
利
用
件
数
の
拡
大

　

1
支
店
あ
た
り
の
利
用
件
数
は
多
く
の
金
融
機
関
で
ま
だ
ま
だ
「
例
外
」

の
状
態
で
あ
り
、
認
知
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
」
を
標
準
業
務
と
す
る
事
務
所
の
拡
大
と
、

金
融
機
関
行
職
員
へ
の
浸
透

⃝
書
面
添
付
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
継
続
開
催

⃝
会
員
事
務
所
の
取
り
組
み

「
租
税
正
義
の
実
現
」
の
た
め
、
そ
し
て
金
融
支
援
の
担
い
手
と
し
て
、

「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
」
を
標
準
業
務
と
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　

そ
の
た
め
に
「
書
面
添
付
実
務
研
修
会
（
初
め
て
の
書
面
添
付
研
修
・
書

き
方
研
修
）」
が
継
続
開
催
さ
れ
ま
す
。

決
算
書
の
信
頼
性
の
基
礎
と
な
る
「
T
K
C
方
式
の
自
計
化
」
に
よ
る
月

次
巡
回
監
査
を
実
施
し
、「
会
計
で
会
社
を
強
く
す
る
」
を
支
援

社
会
に
対
す
る
運
動
2

社
会
に
対
す
る
運
動
3

社
会
に
対
す
る
運
動
1
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⃝
F
X
シ
リ
ー
ズ
の
ク
ラ
ウ
ド
化
（
令
和
2
年
9
月
予
定
）

　

自
計
化
シ
ス
テ
ム
は
導
入
す
る
だ
け
で
な
く
、
経
営
者
が
し
っ
か
り
使

い
こ
な
し
て
「
会
計
で
会
社
を
強
く
す
る
」
こ
と
を
支
援
し
て
い
く
こ
と

が
重
要
で
す
。

　

T
K
C
か
ら
ク
ラ
ウ
ド
化
計
画
が
す
で
に
発
表
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
本

年
秋
か
ら
順
次
提
供
開
始
の
予
定
で
す
。
ク
ラ
ウ
ド
化
に
よ
り
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
イ
ン
ス
ト
ー
ル
が
不
要
と
な
り
、
デ
ー
タ
は
T
K
C
の
デ
ー
タ
セ
ン

タ
ー
T
I
S
C
で
一
元
管
理
さ
れ
る
た
め
被
災
時
に
も
守
ら
れ
ま
す
。

⃝
ク
ラ
ウ
ド
化
を
前
提
と
し
た
巡
回
監
査
機
能
へ
の
対
応

　

次
世
代
自
計
化
シ
ス
テ
ム
の
登
場
で
巡
回
監
査
業
務
の
進
化
が
期
待
さ

れ
て
い
ま
す
。
O
M
S
か
ら
関
与
先
の
デ
ー
タ
を
い
つ
で
も
参
照
で
き
る

た
め
巡
回
監
査
の
事
前
確
認
が
容
易
に
行
え
ま
す
し
、
巡
回
監
査
時
は

T
I
S
C
に
保
管
さ
れ
て
い
る
関
与
先
と
の
同
一
の
デ
ー
タ
に
ア
ク
セ
ス

し
て
実
施
す
る
な
ど
、
ク
ラ
ウ
ド
の
メ
リ
ッ
ト
を
活
か
し
た
効
率
的
、
効

果
的
な
巡
回
監
査
が
実
現
し
ま
す
。
次
世
代
巡
回
監
査
支
援
機
能
も
提
供

さ
れ
、
新
た
な
巡
回
監
査
の
手
順
・
手
法
と
相
ま
っ
て
会
計
事
務
所
の
業

務
品
質
と
生
産
性
は
大
き
く
向
上
し
ま
す
。

⃝
年
度
重
要
テ
ー
マ
研
修

　

こ
う
し
た
I
T
時
代
の
巡
回
監
査
、
ク
ラ
ウ
ド
化
を
前
提
と
し
た
巡
回

監
査
手
法
を
学
ぶ
場
が
「
年
度
重
要
テ
ー
マ
研
修
」
で
す
。

　

こ
こ
で
、
T
K
C
会
計
人
の
基
本
理
念
25
項
目
の
一
つ
を
確
認
し
ま
す
。

そ
れ
は
「
6
．
T
K
C
会
計
人
は
、
関
与
先
企
業
を
T
K
C
セ
ン
タ
ー
か

ら
、
絶
対
に
奪
わ
れ
る
懼お

そ

れ
の
な
い
、
職
業
会
計
人
の
集
団
で
あ
る
」
と

い
う
も
の
で
す
。
我
々
の
関
与
先
の
財
務
デ
ー
タ
は
、
T
K
C
が
自
社
デ

ー
タ
セ
ン
タ
ー
と
い
う
圧
倒
的
な
設
備
を
持
っ
て
い
る
こ
と
に
加
え
、
会

員
と
T
K
C
と
の
間
の
高
度
な
理
念
の
共
有
に
よ
っ
て
守
ら
れ
て
い
る
こ

と
を
あ
ら
た
め
て
強
調
し
て
お
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

年
度
重
要
テ
ー
マ
研
修
で『
行
動
基
準
書
』と
次
世
代
自
計
化
シ
ス
テ
ム
を
学
ぼ
う

「
社
会
に
対
す
る
運
動
」
と
併
せ
て
、
本
年
我
々
が
取
り
組
む
べ
き
「
内

部
の
強
化
」
に
つ
い
て
ご
説
明
し
ま
す
。

T
K
C
会
員
事
務
所
の
経
営
基
盤
を
強
化
す
る
た
め
の
3
つ
の
取
り
組
み
を
継
続

⃝『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
の
理
解
・
実
践

　

重
要
な
の
は
行
動
基
準
書
を
「
ル
ー
ル
」
で
は
な
く
「
会
計
事
務
所
成

功
の
バ
イ
ブ
ル
」
と
し
て
活
用
し
て
い
く
こ
と
で
す
。

⃝
巡
回
監
査
士
・
巡
回
監
査
士
補
の
増
大

　

税
理
士
の
4
大
業
務
（
税
務
・
会
計
・
保
証
・
経
営
助
言
）
を
実
践
す
る
た

め
に
職
員
を
育
成
・
増
大
し
て
い
く
活
動
で
す
。

⃝
認
定
支
援
機
関
と
し
て
の
経
営
助
言
業
務
の
強
化

　

巡
回
監
査
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
講
座
研
修
で
書
籍
『
税
理
士
の
た
め
の
認
定

支
援
機
関
実
務
ガ
イ
ド
』
を
テ
キ
ス
ト
に
そ
の
実
務
を
学
ん
で
い
き
ま
す
。

『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
の
理
解
と
実
践
の
た
め
に
、
年
度
重

要
テ
ー
マ
研
修
を
開
催

⃝
研
修
の
開
催
目
的

・
金
融
機
関
か
ら
問
わ
れ
る
T
K
C
会
員
事
務
所
の
「
業
務
品
質
」
を
保
持

す
る
た
め
に
『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
を
確
認
・
学
習
す
る
。

・
会
計
事
務
所
経
営
の
バ
イ
ブ
ル
と
し
て
の
活
用
事
例
を
学
び
、
自
ら
の

事
務
所
経
営
に
活
か
す
。

・
F
X
シ
リ
ー
ズ
の
ク
ラ
ウ
ド
化
（
巡
回
監
査
機
能
含
む
）
の
コ
ン
セ
プ

ト
を
学
習
し
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
対
応
を
考
え
る
機
会
と
す
る
。

内
部
の
強
化
1

内
部
の
強
化
2
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正副会長会から
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⃝
研
修
概
要

・
第
1
部
：
会
計
事
務
所
経
営
と
『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』

・
第
2
部
：
F
X
シ
リ
ー
ズ
の
ク
ラ
ウ
ド
化
及
び
巡
回
監
査
機
能
（
コ
ン

　
　
　
　
　

セ
プ
ト
等
）

⃝
開
催
時
期

・
令
和
2
年
7
月
〜
9
月
（
予
定
）

　

第
3
ス
テ
ー
ジ
2
年
目
の
活
動
計
画
を
一
覧
に
ま
と
め
ま
し
た
（
上
表
）。

そ
の
推
進
目
標
は
次
の
通
り
で
す
。

　

す
で
に
ご
案
内
の
通
り
、
事
務
所
総
合
表
彰
で
は
2
8
0
事
務
所
を
海

外
表
彰
旅
行
に
ご
招
待
し
ま
す
。
表
彰
項
目
の
実
践
件
数
と
全
国
順
位
は

P
r
o
F
I
T
で
確
認
で
き
ま
す
。

　

T
K
C
全
国
会
に
と
っ
て
第
3
ス
テ
ー
ジ
2
年
目
と
な
る
本
年
は
未
来

に
つ
な
が
る
大
変
重
要
な
時
期
で
す
。『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
を

実
践
す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
第
3
ス
テ
ー
ジ
の
運
動
方
針
に
オ
ー
ル

T
K
C
で
全
力
で
取
り
組
み
、
推
進
目
標
を
達
成
し
ま
し
ょ
う
！　
　

■

■
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
（
法
人
税
）

　

2
0
2
0
年
12
月
末
：
14
・
4
万
件

　

2
0
2
1
年
12
月
末
：
15
・
6
万
件

■
T
K
C
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス

　

2
0
2
0
年
12
月
末
：
24
・
5
万
件
／
14
万
社

　

2
0
2
1
年
12
月
末
：
28
万
件
／
16
万
社

■
T
K
C
方
式
の
自
計
化

　

2
0
2
0
年
12
月
末
：
28
・
5
万
社
（
内
、
電
子
帳
簿
15
万
社
）

　

2
0
2
1
年
12
月
末
：
30
万
社
（
内
、
電
子
帳
簿
18
万
社
）

20



当機能は９９％超の銀行（法人口座）に対応しており、２万社を超える利用実績があります。
ＴＫＣでは、当機能についてマネーツリー社と協働で銀行ＡＰＩへの対応を進めており、
すでに以下の金融機関との連携が完了しています。

日々記帳する仕訳のうち、４割は預金取引と言われています。
経理担当者は、「銀行信販データ受信機能」を使うことで、複数の金融機関（銀行や信販会社）からイン
ターネットを利用して取引データを自動受信できます。さらに、その取引データをもとに仕訳ルール
の学習機能を利用して仕訳を“かんたん”に計上できるので、毎日の経理業務が省力化されます。

ワンクリックで複数の金融機関から
取引データを一括で自動受信できます！

◉API連携済み金融機関
　法人口座：常陽銀行、住信SBIネット銀行、243の信用金庫
　個人口座：みずほ銀行、三井住友銀行ほか32行、243の信用金庫　※令和元年9月末時点

ＴＫＣは銀行ＡＰＩへの対応を進めています

企業向けFinTechサービス「銀行信販データ受信機能」

■ＴＫＣの銀行ＡＰＩ対応に関するお問い合わせ先
株式会社ＴＫＣ　ＳＣＧ営業本部
担当：高橋・東城・林 ＴＥＬ：03─3267─0622　　E-Mail：tech.banks@tkc.co.jp

インターネットバンキング
入出金
明細

ONE
CLICK!
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「ＴＫＣモニタリング情報サービス」
金融機関別 利用申込件数一覧

令和2年3月5日現在

金融機関名 本店
所在地 サービス開始日

利用申込件数

金融機関名 本店
所在地 サービス開始日

利用申込件数

決算書等
提供
サービス

月次試算表
提供

サービス

決算書等
提供

サービス

月次試算表
提供

サービス

【政府系金融機関】 【信用金庫】(上位30庫）
1 日本政策金融公庫（国民生活事業） 東 京 都 平成30年10月 28,525 － 1 浜松磐田信用金庫 静 岡 県 平成29年1月 1,740 404
2 商工組合中央金庫 東 京 都 平成29年 7月 4,579 918 2 多摩信用金庫 東 京 都 平成29年8月 1,363 169

【都市銀行】 3 京都信用金庫 京 都 府 平成28年11月 1,255 196
1 三菱UFJ銀行 東 京 都 平成29年 2月 3,939 652 4 埼玉縣信用金庫 埼 玉 県 平成30年12月 1,182 128
2 三井住友銀行 東 京 都 平成29年10月 3,413 377 5 しずおか焼津信用金庫 静 岡 県 平成29年 6月 1,031 371
3 りそな銀行 大 阪 府 平成29年10月 1,910 184 6 西武信用金庫 東 京 都 平成28年12月 944 117
4 埼玉りそな銀行 埼 玉 県 平成29年10月 1,541 226 7 大阪シティ信用金庫 大 阪 府 平成30年 5月 888 52
5 みずほ銀行 東 京 都 令和元年 9月 1,357 183 8 京都中央信用金庫 京 都 府 平成29年 1月 883 89

【地方銀行・第二地方銀行】（上位50行） 9 岐阜信用金庫 岐 阜 県 平成28年10月 876 87
1 静岡銀行 静 岡 県 平成29年 3月 3,187 730 10 巣鴨信用金庫 東 京 都 平成29年 5月 866 131
2 中国銀行 岡 山 県 平成28年12月 2,366 272 11 広島信用金庫 広 島 県 平成30年 6月 864 55
3 北洋銀行 北 海 道 平成29年 1月 2,353 142 12 城北信用金庫 東 京 都 平成30年 5月 830 119
4 八十二銀行 長 野 県 平成30年 5月 2,308 325 13 島田掛川信用金庫 静 岡 県 平成30年11月 817 280
5 足利銀行 栃 木 県 平成28年10月 2,205 251 14 横浜信用金庫 神奈川県 平成29年12月 740 40
6 群馬銀行 群 馬 県 平成29年 1月 2,024 220 15 東京東信用金庫 東 京 都 平成29年 1月 728 92
7 千葉銀行 千 葉 県 平成29年 2月 1,889 311 16 朝日信用金庫 東 京 都 平成28年10月 727 69
8 常陽銀行 茨 城 県 平成28年10月 1,887 290 17 北海道信用金庫 北 海 道 平成29年 3月 716 32
9 広島銀行 広 島 県 平成28年11月 1,872 220 18 飯能信用金庫 埼 玉 県 平成29年 6月 710 84
10 北陸銀行 富 山 県 平成29年 4月 1,794 159 19 おかやま信用金庫 岡 山 県 平成29年 9月 698 100
11 栃木銀行 栃 木 県 平成28年10月 1,695 195 20 岡崎信用金庫 愛 知 県 平成28年10月 657 109
12 京都銀行 京 都 府 平成30年7月 1,576 164 21 帯広信用金庫 北 海 道 平成29年 1月 653 36
13 西日本シティ銀行 福 岡 県 平成29年 5月 1,519 140 22 川崎信用金庫 神奈川県 平成29年11月 606 34
14 鹿児島銀行 鹿児島県 平成29年 7月 1,442 159 23 鹿児島相互信用金庫 鹿児島県 平成30年 9月 579 60
15 武蔵野銀行 埼 玉 県 平成30年 8月 1,352 161 24 青梅信用金庫 東 京 都 平成28年12月 573 52
16 山陰合同銀行 島 根 県 平成28年11月 1,347 166 25 碧海信用金庫 愛 知 県 平成30年 7月 562 90
17 北國銀行 石 川 県 平成28年11月 1,319 182 26 三島信用金庫 静 岡 県 平成29年 3月 552 94
18 福岡銀行 福 岡 県 平成29年 3月 1,311 160 27 城南信用金庫 東 京 都 平成30年 2月 549 42
19 横浜銀行 神奈川県 平成28年12月 1,299 98 28 瀬戸信用金庫 愛 知 県 平成29年 2月 529 58
20 十六銀行 岐 阜 県 平成28年12月 1,284 163 29 北おおさか信用金庫 大 阪 府 平成31年 1月 524 49
21 伊予銀行 愛 媛 県 平成28年11月 1,273 111 30 遠州信用金庫 静 岡 県 平成28年10月 508 157
22 名古屋銀行 愛 知 県 平成31年 2月 1,216 133 上記以外の信用金庫 計 30,588 4,392
23 東邦銀行 福 島 県 平成29年 1月 1,183 126
24 きらぼし銀行 東 京 都 平成29年 7月 1,166 110 【信用組合】(上位5組合）
25 七十七銀行 宮 城 県 令和元年 6月 1,133 212 1 長野県信用組合 長 野 県 平成28年10月 545 174
26 京葉銀行 千 葉 県 平成29年 8月 1,127 160 2 茨城県信用組合 茨 城 県 平成29年12月 496 45
27 百五銀行 三 重 県 平成28年10月 1,089 162 3 広島市信用組合 広 島 県 平成30年 2月 260 17
28 第四銀行 新 潟 県 平成29年 7月 1,064 182 4 兵庫県信用組合 兵 庫 県 平成30年12月 226 36
29 トマト銀行 岡 山 県 平成28年12月 1,043 122 5 新潟縣信用組合 新 潟 県 平成30年11月 223 33
30 滋賀銀行 滋 賀 県 平成29年 1月 1,037 131 上記以外の信用組合 計 4,082 619
31 関西みらい銀行 大 阪 府 平成29年10月 1,029 84
32 北海道銀行 北 海 道 平成29年 4月 1,011 73 【信用保証協会】(上位5協会）
33 大垣共立銀行 岐 阜 県 平成28年10月 1,002 121 1 北海道信用保証協会 北 海 道 令和元年 6月 1,240 29
34 沖縄銀行 沖 縄 県 平成28年11月 982 63 2 岐阜県信用保証協会 岐 阜 県 平成30年 7月 1,094 98
35 池田泉州銀行 大 阪 府 平成29年 5月 953 99 3 愛知県信用保証協会 愛 知 県 平成29年 5月 1,024 112
36 山口銀行 山 口 県 平成28年11月 925 143 4 静岡県信用保証協会 静 岡 県 平成28年12月 757 315
37 もみじ銀行 広 島 県 平成28年11月 901 102 5 名古屋市信用保証協会 愛 知 県 平成30年 1月 603 59
38 清水銀行 静 岡 県 平成29年 4月 895 291 上記以外の信用保証協会 計 3,608 634
39 筑波銀行 茨 城 県 平成29年 3月 893 102
40 百十四銀行 香 川 県 平成28年12月 871 83 ■ 金融機関区分別集計
41 愛知銀行 愛 知 県 平成31年 3月 869 124

金融機関区分 全金融
機関数

モニタリング情報サービス利用金融機関
42 秋田銀行 秋 田 県 平成29年 5月 846 75

金融機関数

利用申込件数
43 山形銀行 山 形 県 平成29年 8月 822 147 決算書等

提供
サービス

月次試算表
提供

サービス
44 岩手銀行 岩 手 県 平成30年 4月 808 100
45 東和銀行 群 馬 県 平成28年10月 789 109
46 肥後銀行 熊 本 県 平成29年 5月 781 62 1 都銀・政府系 9 9 12,160 1,622
47 宮崎銀行 宮 崎 県 平成28年11月 779 82 2 地銀・第二地銀 102 101 87,535 11,153
48 北越銀行 新 潟 県 平成30年 6月 779 94 3 信用金庫 257 236 54,738 7,788
49 中京銀行 愛 知 県 平成28年10月 751 171 4 信用組合 131 57 5,832 924
50 琉球銀行 沖 縄 県 平成29年12月 703 63 5 信用保証協会 51 29 8,326 1,247

上記以外の地銀・第二地銀 計 22,786 3,008 6 その他 － 5 34,237 2,458
7 合計 550 437 202,828 25,192 22



■ 都市銀行等
みずほ銀行
三菱UFJ銀行
りそな銀行
三井住友銀行
商工組合中央金庫
日本政策金融公庫（国民生活事業）
日本政策金融公庫（農林水産事業）
沖縄振興開発金融公庫

■ 北海道
北海道銀行
北洋銀行
北海道信用金庫
室蘭信用金庫
空知信用金庫
苫小牧信用金庫
北門信用金庫
北空知信用金庫
日高信用金庫
渡島信用金庫
道南うみ街信用金庫
旭川信用金庫
稚内信用金庫
留萌信用金庫
北星信用金庫
帯広信用金庫
釧路信用金庫
大地みらい信用金庫
北見信用金庫
網走信用金庫
遠軽信用金庫
北央信用組合
空知商工信用組合
十勝信用組合
釧路信用組合
北海道信用保証協会
十勝清水町農業協同組合

■ 青森県
青森銀行
みちのく銀行
青い森信用金庫

■ 岩手県
岩手銀行
東北銀行
北日本銀行
盛岡信用金庫
一関信用金庫
北上信用金庫
花巻信用金庫
水沢信用金庫

■ 宮城県
七十七銀行
仙台銀行
杜の都信用金庫
宮城第一信用金庫
石巻信用金庫
仙南信用金庫
気仙沼信用金庫
石巻商工信用組合
仙北信用組合

■ 秋田県
秋田銀行
北都銀行
秋田信用金庫
羽後信用金庫
秋田県信用組合
秋田県信用保証協会

■ 山形県
荘内銀行
山形銀行
きらやか銀行
山形信用金庫
米沢信用金庫
鶴岡信用金庫
新庄信用金庫

■ 福島県
東邦銀行
福島銀行
大東銀行
会津信用金庫
郡山信用金庫
白河信用金庫

須賀川信用金庫
ひまわり信用金庫
あぶくま信用金庫
二本松信用金庫
福島信用金庫
福島県商工信用組合
いわき信用組合
相双五城信用組合
会津商工信用組合

■ 茨城県
常陽銀行
筑波銀行
水戸信用金庫
結城信用金庫
茨城県信用組合

■ 栃木県
足利銀行
栃木銀行
足利小山信用金庫
栃木信用金庫
鹿沼相互信用金庫
佐野信用金庫
大田原信用金庫
烏山信用金庫
真岡信用組合
那須信用組合
栃木県信用保証協会

■ 群馬県
群馬銀行
東和銀行
高崎信用金庫
桐生信用金庫
アイオー信用金庫
利根郡信用金庫
館林信用金庫
北群馬信用金庫
しののめ信用金庫
あかぎ信用組合
群馬県信用組合
ぐんまみらい信用組合
群馬県信用保証協会

■ 埼玉県
埼玉りそな銀行
武蔵野銀行
埼玉縣信用金庫
川口信用金庫
青木信用金庫
飯能信用金庫

■ 千葉県
千葉銀行
千葉興業銀行
京葉銀行
千葉信用金庫
銚子信用金庫
東京ベイ信用金庫
館山信用金庫
佐原信用金庫
房総信用組合
銚子商工信用組合
君津信用組合

■ 東京都
きらぼし銀行
東日本銀行
朝日信用金庫
興産信用金庫
さわやか信用金庫
東京シティ信用金庫
芝信用金庫
東京東信用金庫
東榮信用金庫
亀有信用金庫
小松川信用金庫
足立成和信用金庫
東京三協信用金庫
西京信用金庫
西武信用金庫
城南信用金庫
昭和信用金庫
東京信用金庫
城北信用金庫
瀧野川信用金庫
巣鴨信用金庫
青梅信用金庫

多摩信用金庫
文化産業信用組合
青和信用組合
中ノ郷信用組合
大東京信用組合
第一勧業信用組合

■ 神奈川県
横浜銀行
神奈川銀行
横浜信用金庫
かながわ信用金庫
湘南信用金庫
川崎信用金庫
平塚信用金庫
さがみ信用金庫
中栄信用金庫
中南信用金庫
横浜市信用保証協会

■ 新潟県
第四銀行
北越銀行
大光銀行
新潟信用金庫
長岡信用金庫
三条信用金庫
新発田信用金庫
柏崎信用金庫
上越信用金庫
新井信用金庫
村上信用金庫
加茂信用金庫
新潟縣信用組合
協栄信用組合
糸魚川信用組合

■ 富山県
北陸銀行
富山銀行
富山第一銀行
富山信用金庫
高岡信用金庫
新湊信用金庫
にいかわ信用金庫
氷見伏木信用金庫
砺波信用金庫
石動信用金庫
富山県医師信用組合
富山県信用組合
富山県信用保証協会

■ 石川県
北國銀行
金沢信用金庫
のと共栄信用金庫
北陸信用金庫
鶴来信用金庫
興能信用金庫
金沢中央信用組合
石川県医師信用組合
石川県信用保証協会

■ 福井県
福井銀行
福邦銀行
福井信用金庫
敦賀信用金庫
小浜信用金庫
越前信用金庫
福井県信用保証協会

■ 山梨県
山梨中央銀行
甲府信用金庫
山梨信用金庫
山梨県民信用組合
都留信用組合
山梨県信用保証協会

■ 長野県
八十二銀行
長野銀行
長野信用金庫
松本信用金庫
上田信用金庫
諏訪信用金庫
飯田信用金庫
アルプス中央信用金庫

長野県信用組合
長野県信用保証協会
長野県信用農業協同組合連合会

■ 岐阜県
大垣共立銀行
十六銀行
岐阜信用金庫
大垣西濃信用金庫
高山信用金庫
東濃信用金庫
関信用金庫
八幡信用金庫
岐阜商工信用組合
飛騨農業協同組合
飛騨信用組合
益田信用組合
岐阜県信用保証協会
岐阜市信用保証協会

■ 静岡県
静岡銀行
スルガ銀行
清水銀行
静岡中央銀行
しずおか焼津信用金庫
静清信用金庫
浜松磐田信用金庫
沼津信用金庫
三島信用金庫
富士宮信用金庫
島田掛川信用金庫
富士信用金庫
遠州信用金庫
静岡県医師信用組合
静岡県信用漁業協同組合連合会
静岡県信用保証協会

■ 愛知県
愛知銀行
名古屋銀行
中京銀行
愛知信用金庫
豊橋信用金庫
岡崎信用金庫
いちい信用金庫
瀬戸信用金庫
半田信用金庫
知多信用金庫
豊川信用金庫
豊田信用金庫
碧海信用金庫
西尾信用金庫
蒲郡信用金庫
尾西信用金庫
東春信用金庫
愛知県医師信用組合
豊橋商工信用組合
愛知県中央信用組合
愛知県信用保証協会
名古屋市信用保証協会

■ 三重県
三重銀行
百五銀行
第三銀行
北伊勢上野信用金庫
桑名三重信用金庫
三重県信用保証協会

■ 滋賀県
滋賀銀行
滋賀中央信用金庫
長浜信用金庫
湖東信用金庫
滋賀県信用組合

■ 京都府
京都銀行
京都信用金庫
京都中央信用金庫
京都北都信用金庫
京都信用保証協会

■ 大阪府
関西みらい銀行
池田泉州銀行
大阪信用金庫
大阪シティ信用金庫

大阪商工信用金庫
永和信用金庫
北おおさか信用金庫
枚方信用金庫

■ 兵庫県
但馬銀行
みなと銀行
神戸信用金庫
姫路信用金庫
播州信用金庫
兵庫信用金庫
日新信用金庫
淡路信用金庫
但馬信用金庫
西兵庫信用金庫
中兵庫信用金庫
但陽信用金庫
兵庫県信用組合
淡陽信用組合
兵庫県信用農業協同組合連合会
兵庫県信用保証協会

■ 奈良県
南都銀行
奈良信用金庫
大和信用金庫
奈良中央信用金庫

■ 和歌山県
紀陽銀行
新宮信用金庫
きのくに信用金庫

■ 鳥取県
鳥取銀行
鳥取信用金庫
米子信用金庫
倉吉信用金庫
鳥取県信用保証協会

■ 島根県
山陰合同銀行
島根銀行
しまね信用金庫
日本海信用金庫
島根中央信用金庫
島根益田信用組合
島根県信用保証協会

■ 岡山県
中国銀行
トマト銀行
おかやま信用金庫
水島信用金庫
津山信用金庫
玉島信用金庫
備北信用金庫
吉備信用金庫
備前日生信用金庫
笠岡信用組合

■ 広島県
広島銀行
もみじ銀行
広島信用金庫
呉信用金庫
しまなみ信用金庫
広島市信用組合
広島県信用組合
両備信用組合

■ 山口県
山口銀行
西京銀行
萩山口信用金庫
西中国信用金庫
東山口信用金庫
山口県信用組合
山口県信用保証協会

■ 徳島県
阿波銀行
徳島大正銀行
徳島信用金庫
阿南信用金庫

■ 香川県
百十四銀行

香川銀行
高松信用金庫
香川県信用組合

■ 愛媛県
伊予銀行
愛媛銀行
愛媛信用金庫
宇和島信用金庫
愛媛県信用保証協会

■ 高知県
四国銀行
高知銀行
幡多信用金庫
高知県信用保証協会

■ 福岡県
福岡銀行
筑邦銀行
西日本シティ銀行
北九州銀行
福岡中央銀行
福岡ひびき信用金庫
大牟田柳川信用金庫
筑後信用金庫
飯塚信用金庫
大川信用金庫

■ 佐賀県
佐賀銀行
佐賀共栄銀行
唐津信用金庫
佐賀信用金庫
伊万里信用金庫
九州ひぜん信用金庫
佐賀東信用組合
佐賀西信用組合
佐賀県信用保証協会

■ 長崎県
十八銀行
親和銀行
長崎銀行
たちばな信用金庫
長崎県信用保証協会

■ 熊本県
肥後銀行
熊本銀行
熊本信用金庫
熊本第一信用金庫
熊本中央信用金庫
天草信用金庫
熊本県信用組合

■ 大分県
大分銀行
豊和銀行
大分信用金庫
大分みらい信用金庫
日田信用金庫
大分県信用組合
大分県信用保証協会

■ 宮崎県
宮崎銀行
宮崎太陽銀行
宮崎第一信用金庫
延岡信用金庫
高鍋信用金庫
宮崎県信用保証協会

■ 鹿児島県
鹿児島銀行
南日本銀行
鹿児島信用金庫
鹿児島相互信用金庫
鹿児島興業信用組合
鹿児島県信用保証協会

■ 沖縄県
琉球銀行
沖縄銀行
沖縄海邦銀行
コザ信用金庫
沖縄県信用保証協会

「ＴＫＣモニタリング情報サービス」
全国の採用金融機関一覧（437機関）

令和2年3月5日現在
都道府県別、金融機関コード順
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